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現
在
、
進
ん
で
い
る
地
域
医
療
構
想

は
２
０
２
５
年
に
向
け
た
取
り
組
み

で
、
今
年
が
「
最
終
年
度
」
と
な
る
。

１
９
４
７
～
49
年
生
ま
れ
の
い
わ
ゆ
る

「
団
塊
の
世
代
」
が
75
歳
以
上
と
な
る

25
年
の
医
療
需
要
に
対
応
す
る
た
め
。

主
に
入
院
機
能
を
対
象
と
し
、
必
要
病

床
数
を
定
め
た
う
え
で
、
病
床
機
能
報

告
、
地
域
医
療
構
想
調
整
会
議
に
お
け

る
協
議
、
地
域
医
療
介
護
総
合
確
保
基

金
の
活
用
、
都
道
府
県
知
事
の
権
限
行

使
な
ど
を
通
じ
て
、
病
床
の
機
能
分
化

と
連
携
を
中
心
に
進
め
ら
れ
て
き
た
。

25
年
時
点
の
必
要
病
床
を
全
国
で
１

１
９
・
１
万
床
と
し
、
病
床
機
能
報
告

な
ど
の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
病
床
機
能

の
転
換
や
再
編
な
ど
を
通
じ
て
実
現
に

向
け
て
進
め
、
そ
の
結
果
、
15
年
の
１

２
５
・
１
万
床
か
ら
23
年
に
は
１
１

９
・
２
万
床
と
な
り
、
か
つ
病
床
機
能

も
急
性
期
と
慢
性
期
が
減
少
し
、
需
要

が
高
ま
る
と
見
ら
れ
て
い
た
回
復
期
が

増
加
す
る
な
ど
の
結
果
も
得
ら
れ
て
い

る
。一

方
で
、
地
域
医
療
構
想
が
議
論
さ

れ
は
じ
め
た
当
初
か
ら
、
▽
病
床
数
の

議
論
が
中
心
で
、
将
来
の
あ
る
べ
き
医

療
提
供
体
制
の
実
現
に
向
け
た
議
論
が

な
さ
れ
に
く
い
、
▽
外
来
医
療
、
在
宅

医
療
な
ど
の
地
域
の
医
療
提
供
体
制
全

体
の
議
論
が
な
い
、
▽
病
床
機
能
報
告

制
度
に
お
け
る
高
度
急
性
期
と
急
性

期
、
急
性
期
と
回
復
期
の
違
い
が
分
か

り
に
く
い
、
▽
必
要
病
床
数
と
基
準
病

床
数
の
関
係
が
分
か
り
に
く
い
―
―
と

い
っ
た
課
題
も
指
摘
さ
れ
て
い
た
。

こ
う
し
た
状
況
の
な
か
、「
地
域
医

療
構
想
」
は
「
新
た
な
」
を
冠
す
る
か

た
ち
で
継
続
さ
れ
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。

23
年
12
月
22
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
全
世
代
型
社
会
保
障
構
築
を
め
ざ
す

改
革
の
道
筋
（
改
革
工
程
）」
で
、
次

の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
。

「
２
０
２
６
年
度
以
降
の
地
域
医
療
構

想
の
取
組
に
つ
い
て
、
今
後
、
医
療
・

介
護
の
複
合
ニ
ー
ズ
を
抱
え
る
85
歳
以

上
人
口
の
増
大
や
現
役
世
代
の
減
少
に

伴
う
医
療
需
要
の
変
化
に
対
応
で
き
る

よ
う
、
２
０
４
０
年
頃
を
視
野
に
入
れ

つ
つ
、
病
院
の
み
な
ら
ず
、
か
か
り
つ
け

医
機
能
や
在
宅
医
療
、
医
療
・
介
護
連

携
等
を
含
め
、
中
長
期
的
課
題
を
整
理

し
て
検
討
を
行
う
。
こ
う
し
た
対
応
に

実
効
性
を
持
た
せ
る
た
め
、
都
道
府
県

の
責
務
の
明
確
化
等
に
関
し
必
要
な
法

制
上
の
措
置
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
」

26
年
度
以
降
の
地
域
医
療
構
想
の
あ

り
方
に
つ
い
て
は
、
24
年
４
月
に
立
ち

上
が
っ
た
「
新
た
な
地
域
医
療
構
想
に

関
す
る
検
討
会
」
で
議
論
が
重
ね
ら
れ
、

同
年
12
月
に
「
と
り
ま
と
め
」
が
報
告

さ
れ
て
い
る
が
、
こ
こ
で
ま
ず
指
摘
さ

れ
て
い
る
の
が
人
口
動
態
の
変
化
だ
。

そ
も
そ
も
「
２
０
４
０
年
」
が
25
年

に
代
わ
る
目
途
と
し
て
定
め
ら
れ
た
の

は
、
高
齢
者
人
口
の
増
加
が
ピ
ー
ク
を

迎
え
る
の
が
40
年
頃
と
見
込
ま
れ
て
い

る
た
め
だ
。

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所

「
日
本
の
将
来
推
計
人
口
」
に
よ
る
と
、

高
齢
者
は
25
年
以
降
も
増
え
続
け
、
32

年
以
降
は
年
間
20
～
40
万
人
ず
つ
増
え

て
い
く
と
見
ら
れ
、
43
年
に
３
９
５
３

万
人
に
達
す
る
。
こ
こ
が
ピ
ー
ク
で
、

そ
の
後
は
急
速
に
減
っ
て
い
く
と
い
う
。

さ
ら
に
、
こ
の
高
齢
化
も
こ
れ
ま
で

と
は
少
々
様
相
が
異
な
る
。「
高
齢
者

の
高
齢
化
」
を
指
摘
す
る
声
が
あ
る
の

だ
。
年
代
別
に
25
年
か
ら
40
年
の
予
測

推
移
を
見
る
と
、
65
～
69
歳
人
口
が
25

年
の
７
１
６
万
人
か
ら
40
年
に
９
０
７

万
人
、
70
～
74
歳
は
７
８
１
万
人
か
ら

７
７
４
万
人
、
75
歳
以
上
は
２
１
８
０

万
人
か
ら
２
２
３
９
万
人
に
増
加
す

る
。
こ
の
う
ち
85
歳
以
上
に
限
っ
て
み

る
と
、
７
０
７
万
人
か
ら
１
０
０
６
万

人
と
な
る
見
込
み
だ
。

こ
の
「
山
」
を
乗
り
切
る
た
め
の
体

制
づ
く
り
が
、「
新
た
な
地
域
医
療
構

想
」
の
眼
目
と
い
う
わ
け
だ
が
、
こ
の 出典：政府　第11回全世代型社会保障構築本部　資料１「全世代型社会保障構築について」

図1　2040年までの人口等に関する短期・中期・長期の見通し

【出典】 ・人口について：総務省「人口推計」（令和６年５月1日現在）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）
 ・世帯数について：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（令和６年推計）」
 ・認知症について：認知症施策推進関係者会議（第２回）資料９「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研究」（九州大学大学院医学研究院　衛生・公衆衛生学

分野　二宮利治）。2022年の４地域（久山町、中島町、中山町、海士町）から得られた認知症の性年齢階級別有病率が2025年以降も一定と仮定した推計。
 ・介護職員数の必要数について：市町村により第８期介護保険事業計画に位置づけられたサービス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。

2024年
-総人口
：1億2393万人
（年間▲55万人）

-生産年齢人口
：7369万人

-高齢者人口
：3626万人

2022年～2024年
後期高齢者が
急増する
（年間＋80万人）

2023年～
生産年齢人口の
減少が加速化
（2022年は年間▲31万人→
2038年は年間▲110万人）

2030年
-総人口：1億2012万人
（年間▲66万人）
-生産年齢人口：7076万人
（年間▲61万人）

2035年
-総人口：1億1664万人
（年間▲72万人）
-生産年齢人口：6722万人
（年間▲90万人）

2040年
-総人口：1億1284万人
（年間▲78万人）
-生産年齢人口：6213万人
（年間▲95万人）

2024 2025 2030 2035 2040

2032年～
高齢者数が年間20～40万人ずつ増加
多くの自治体で高齢者数は減少、都市部では
高齢者は増加し続ける。

2025年
認知症：472万人

2030年
認知症：523万人
（2025年より51万人増）

2040年
認知症：584万人
（2030年より61万人増）

2025年
介護職員必要数：
243万人
（年間＋5.3万人）

2040年
介護職員必要数：280万人
（2025年より37万人増）

2025年
単身高齢世帯：
816万世帯

2030年
単身高齢世帯：887万世帯
（2025年より71万世帯増）

2025年
団塊の世代全員が
後期高齢者へ
（後期高齢者
総数2155万人）

2043年
高齢者総数が3953万人
となり、ピークを迎える

2040年
単身高齢世帯：1041万世帯
（2030年より約150万世帯増、
高齢世帯の４割以上）2035年～

就職氷河期世代が高齢者になり始める
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齢
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０
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０
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よ
う
な
「
高
齢
者
の
高
齢
化
」
も
見
据

え
る
必
要
が
あ
る
。

こ
う
し
た
高
齢
化
は
さ
ら
に
、
地
域

間
で
か
な
り
ば
ら
つ
き
が
生
じ
る
こ
と

も
確
実
視
さ
れ
て
い
る
。
検
討
会
の
資

料
で
は
構
想
区
域
ご
と
に
次
の
よ
う
に

分
析
す
る
。

▽�

大
都
市
型
構
想
区
域
で
は
、高
齢
者

人
口
が
お
お
む
ね
増
加
、生
産
年
齢

人
口
は
微
増
～
減
少

▽�

地
方
都
市
型
構
想
区
域
で
は
、高
齢

人
口
が
増
加
～
減
少
と
幅
広
く
、生

産
年
齢
人
口
は
微
減
～
大
幅
減

▽�

過
疎
地
域
型
で
は
、高
齢
人
口
が
減

少
し
て
い
る
地
域
が
多
く
、生
産
年

齢
人
口
は
お
お
む
ね
大
幅
減

「
と
り
ま
と
め
」
は
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
、

医
療
需
要
に
加
え
て
供
給
体
制
の
違
い

に
も
言
及
す
る
。「
地
域
差
の
拡
大
に

伴
い
、
地
域
ご
と
の
課
題
や
地
域
に
求

め
ら
れ
る
医
療
提
供
体
制
の
あ
り
方
は

異
な
っ
て
い
く
。
例
え
ば
、
都
市
部
に

お
い
て
は
、
増
加
す
る
高
齢
者
救
急
や

在
宅
医
療
の
受
け
皿
を
整
備
す
る
こ
と

等
が
課
題
と
な
り
、
過
疎
地
域
に
お
い

て
は
、
患
者
や
医
療
従
事
者
の
減
少
に

対
応
し
な
が
ら
地
域
の
実
情
に
応
じ
て

必
要
な
医
療
機
能
を
維
持
す
る
こ
と
が

特
に
課
題
と
な
る
」

こ
う
な
る
と
、
医
療
需
要
が
当
面
続

き
、
供
給
体
制
も
あ
る
程
度
の
維
持
が

可
能
な
都
市
部
と
、
医
療
需
要
は
減
少

し
て
供
給
体
制
を
支
え
る
生
産
年
齢
人

口
は
そ
れ
を
上
回
る
速
度
で
減
少
す
る

過
疎
地
域
で
は
、
当
然
、
敷
け
る
医
療

提
供
体
制
に
違
い
が
出
て
く
る
。

加
納
繁
照
・
日
本
医
療
法
人
協
会
会

長
は
、
人
口
減
少
が
進
む
地
方
で
の
医

療
提
供
に
つ
い
て
そ
も
そ
も
「
政
策
医

療
」
と
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
。

「
診
療
報
酬
だ
け
で
賄
え
ず
、
総
務
省

や
自
治
体
か
ら
の
繰
入
金
で
何
と
か
存

続
し
て
い
る
の
は
、
そ
の
時
点
で
『
政

策
医
療
』
と
位
置
づ
け
る
べ
き
で
す
」

「
と
り
ま
と
め
」
で
は
供
給
体
制
に
つ

い
て
も
、
言
及
し
て
い
る
。
そ
も
そ
も

医
療
・
介
護
を
必
要
と
す
る
高
齢
者
が

増
え
る
一
方
で
、
生
産
年
齢
人
口
は
減

少
し
て
い
く
こ
と
が
前
提
と
な
る
。
資

料
で
は
「
２
０
４
０
年
に
は
就
業
者
が

大
き
く
減
少
す
る
な
か
で
、
医
療
・
福

祉
職
種
の
人
材
は
現
在
よ
り
多
く
必
要

と
な
る
」
と
述
べ
て
い
る
。

18
年
時
点
で
総
就
業
者
数
が
６
６
６

５
万
人
、
そ
の
う
ち
医
療
・
福
祉
従
事

者
は
12
％
の
８
２
６
万
人
だ
っ
た
と
推

計
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
が
25
年
に
は
総

就
業
者
数
６
４
９
０
～
６
０
８
２
万

人
、
医
療
・
福
祉
従
事
者
は
14
～
15
％

の
９
４
０
万
人
程
度
、
40
年
に
な
る
と

総
就
業
者
数
６
０
２
４
～
５
２
４
５
万

人
、
医
療
・
福
祉
従
事
者
は
18
～
20
％

の
１
０
７
０
万
人
程
度
と
な
る
。

検
討
会
で
は
、
香
取
照
幸
・
未
来
研

究
所
臥
龍
代
表
理
事
が
次
の
よ
う
に

語
っ
て
い
る
。「
医
療
・
介
護
需
要
が
増

え
て
い
く
の
に
見
合
っ
て
医
師
が
増
え

た
り
看
護
師
が
増
え
た
り
と
い
う
こ
と

は
ち
ょ
っ
と
考
え
に
く
い
の
で
、
一
定

の
制
約
が
か
か
る
と
い
う
な
か
で
考
え

な
い
と
い
け
な
い
」（
第
2
回
検
討
会
）

さ
ら
に
「
と
り
ま
と
め
」
で
も
次
の

記
載
が
あ
る
。「
医
師
に
つ
い
て
は
、
人

口
が
減
少
す
る
中
で
の
医
師
養
成
の
あ

り
方
や
医
師
偏
在
が
課
題
と
な
っ
て
い

る
ほ
か
、
特
に
診
療
所
の
医
師
は
平
均

年
齢
が 

60
代
以
上
と
高
齢
化
し
て
お
り
、

人
口
が
少
な
い
二
次
医
療
圏
で
は
診
療

所
数
は
減
少
傾
向
、
人
口
の
多
い
二
次

医
療
圏
で
は
診
療
所
数
は
増
加
傾
向
に

あ
る
。
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
看
護
師

等
の
医
療
従
事
者
に
つ
い
て
も
、
将
来
に

わ
た
っ
て
医
療
提
供
体
制
を
確
保
す
る

た
め
、
そ
の
養
成
の
あ
り
方
や
偏
在
等

の
課
題
、
専
門
性
を
発
揮
し
た
効
果
的

な
活
用
の
重
要
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
」

こ
う
し
た
状
況
下
の
解
決
策
と
し

て
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
な
ど
で
は
、

①
一
億
総
活
躍
（
高
齢
者
、若
者
、女
性
、

障
害
者
の
就
労
機
会
の
整
備
）、
②
イ

出典：厚生労働省　第１回新たな地域医療構想等に関する検討会　資料２「新たな地域医療構想に関する検討の進め方について」

図2　2025年以降の変化①：人口動態（地域別）

出典：2015人口は総務省「国勢調査」（2015年）、それ以外は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2023年推計）
※福島県の相双構想区域及びいわき構想区域については一体的に推計されているため、これら２つの構想区域を除く337構想区域について集計。

○構想区域別に、年齢区分別人口の2015年から2025年まで、2025年から2040年までの人口変動を
　それぞれみると、特に2025年以降については、地域ごとに状況が大きく異なっている。
　・大都市型では、高齢人口が概ね増加、生産年齢人口は微増～減少
　・地方都市型では、高齢人口が増加～減少と幅広く、生産年齢人口は微減～大幅減
　・過疎地域型では、高齢人口が減少している地域が多く、生産年齢人口は概ね大幅減

大都市型 ： 人口が100万人以上（又は）人口密度が
  2,000人／km2以上
地方都市型 ： 人口が20万人以上（又は）人口10～20万人
  （かつ）人口密度が200人／km2以上
過疎地域型 ： 上記以外
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〈2025→2040の年齢区分別人口の変化の状況〉
年齢区分別人口の変化率の平均値
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-12.2％

高齢人口
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地方都市型
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高齢人口が減少する
地域は2割程度（67区域）

高齢人口が減少する
地域は5割程度（183区域）

出典：厚生労働省　第１回新たな地域医療構想等に関する検討会　資料２「新たな地域医療構想に関する検討の進め方について」

図3　マンパワー①　2025年以降、人材確保がますます課題となる

○2040年には就業者数が大きく減少する中で、医療・福祉職種の人材は現在より多く必要となる。

※１　総就業者数は独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」（2019年３月）による。総就業者数のうち、下の数値は経済成長と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケー
スを記載。

※２　2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。
※３　独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」は、2024年3月11日に新しい推計が公表されている。2024年3月推計では、成長実現・労働参加進展シナリオで、総就業者数は、

2022年の6,724万人から2040年に6,734万人と概ね横ばいであり、「医療・福祉」の就業者数は、2022年の897万人から2040年に1,106万人と増加する推計となっている。現時点では、『需
要面から推計した医療福祉分野の就業者数』を更新したデータはないため、比較には留意が必要。

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

2018 2025 2040 20402040

うち
医療・福祉

（参考）※３
需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数
経済成長と労働参加が
適切に進むケース

改革後の就業者数
● 改革により生産性が
　向上し、
● 医療・介護需要が
　一定程度低下した
　場合

6,665万人 6,024万人
6,490万人  ～ （※1）
6,082万人

6,024万人  ～ （※1）
5,245万人

826万人
    （12％）※2

974万人
（16％）

926万人～

963万人

940万人程度
（14～15％程度）

1,070万人程度
（18～20％程度）

①多様な就労・社会参加
②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
　75歳以上に

③医療・福祉サービス改革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
　5％（医師は7％）以上改善
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